
 

福山市入札監視委員会運営要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、福山市入札監視委員会条例（平成２５年条例第５号。以下「条例」

という。）第８条の規定により、福山市入札監視委員会（以下「委員会」という。）

の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（委員） 

第２条 委員の構成は、法律の分野の委員２人、経済の分野の委員１人、技術の分野の委

員２人とする。 

２ 建設会社の顧問等特定の建設会社と密接な関係のある者、建設会社の社員であった者

及び福山市職員であった者は、委員となることができない。 

３ 任期中に特定の建設会社と密接な関係のある者となる場合は、速やかに委員を辞職し

なければならない。 

４ 委員の名前及び職業は、公表するものとする。 

（委員長の任期） 

第３条 委員長の任期は、委員の任期とする。ただし、再選を妨げない。 

（会議） 

第４条 条例第２条第１号及び第２号の事務に係る会議（以下「定例会」という。）は、

原則として、６か月に１回開催するものとする。 

２ 条例第２条第３号及び第４号の事務に係る会議は、必要に応じ開催するものとする。 

３ 会議の議事の概要は、これを公表するものとする。 

（定例会議提出資料） 

第５条 委員会は、条例第２条に規定する諮問に応じ、同条第１号及び第２号に規定する

事項を調査し、又は審議するに当たっては、市から次に掲げる資料を提出させるもの

とする。 

(1) 会議を開催する日が属する月の前々月以前の６か月間に市が発注した建設工事 

（以下「工事」という。）の一覧表（予定価格が４００万円を超えないものを除く。 

以下「発注工事一覧表」という。） 

(2) 会議開催の前々月以前の６か月間に市が行った指名除外措置の運用状況一覧表 

(3) 会議開催の前々月以前の６か月間に市が行った工事の入札及び契約の手続に対す 



 

る苦情処理の運用状況表 

(4) その他必要と認める入札及び契約の手続に関する運用状況資料 

２ 前項第１号の発注工事一覧表は、次の入札及び契約区分ごとに整理し、工事名、契約

金額、工事担当課、工事種別及び契約の相手方を記載するものとする。 

(1) 条件付一般競争入札 

(2) 指名競争入札 

(3) 随意契約 

（事案の抽出） 

第６条 条例第２条第２号に規定する委員会において審議する事案の抽出は、発注工事一

覧表の中から、入札及び契約区分ごとに、委員会が事前に抽出するものとする。 

２ 委員会は、前項に規定する事務をあらかじめ指名した委員（以下「当番委員」とい

う。）に委任することができるものとする。 

３ 当番委員の指名は、定例会において行うものとする。 

４ 当番委員は、定例会において、自ら行った抽出結果の報告を行わなければならない。 

（抽出事案の審議） 

第７条 抽出事案の審議は、抽出案件に係る入札参加資格の設定及び指名業者の選定方法

等が適切に行われているかどうかについて行うものとする。 

（持ち回り会議） 

第８条 緊急やむを得ない事情があり、会議が開催できない場合は、委員長は、審議事項

の持ち回りによる合議をもって会議に替えることができる。 

（苦情の審議） 

第９条 委員会は、条例第２条第３号の事務（入札契約制度に係るものに限る。）に関し、

苦情を却下すべき場合を除き、速やかに審議を行うものとする。 

２ 委員会は、前項の審議を行ったときは、意見書を作成し、その結果を市長に報告する

とともに、公表するものとする。 

３ 前項の報告は、市長の諮問を受けた日からおおむね５０日以内に行わなければならな

いものとする。 

（委員の除斥） 

第１０条 委員は、自己又は３親等以内の親族の利害に関係のある議事に加わることがで

きない。 



 

（秘密を守る義務） 

第１１条 委員は、委嘱を受けたときは、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない

ことを誓約しなければならない。 

（委員会の庶務） 

第１２条 委員会の庶務は、建設局建設管理部建設政策課において処理する。 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営について必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、２０１３年（平成２５年）４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ ２０１３年度（平成２５年度）第１回定例会においては、第５条第１項中「６か月間」

とあるのは、「４か月間」と読み替えるものとする。 

附 則 

この要綱は、２０１９年（平成３１年）４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、２０２４年（令和６年）４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、２０２５年（令和７年）７月１日から施行する。 


